
証券コード 9162
2026年９月15日

株 主 各 位
東京都目黒区上目黒二丁目１番１号
株 式 会 社 ブ リ ー チ

取締役社長 大 平 啓 介
第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

あげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりま
すので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげま
す。
【当社ウェブサイト】
https://bleach.co.jp/ir/stock/meeting/

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ブリ
ーチ」又は「コード」に当社証券コード「9162」を入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総
会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）
なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、後記の「議決権行使に
ついてのご案内」及び「インターネットによる議決権行使のご案内」に従って、2026年９月
29日（火曜日）午後７時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１. 日 時 2026年９月30日（水曜日）正午（受付開始：午前11時30分）
２. 場 所 東京都目黒区上目黒二丁目１番１号

中目黒ＧＴタワー 24階 当社会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第17期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告及び連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２. 第17期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
議 案 １. 取締役４名選任の件

２. 監査役３名選任の件
３. 補欠監査役１名選任の件

４. 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（1）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否

の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（2）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますのでご了承ください。

（3）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は最後に行われた議決権行使を有
効なものとしてお取り扱いいたします。

（4）インターネット及び書面にて、重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、
インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、
その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載し
た書面をお送りいたします。
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こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

第３号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
● 反対する場合 「否」の欄に〇印

● 一部の候補者を反対する場合
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書 
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送ください。

日 時 行使期限 行使期限

2026年９ 月30日（水曜日）
正午（受付開始：午前11時30分）

2026年９ 月29日（火曜日）
午後７時入力完了分まで

2026年９ 月29日（火曜日）
午後７時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使として
お取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があった
ものとしてお取り扱いいたします。
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https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

ログインQRコードを読み取る方法
「スマートSR」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使
ウェブサイト

「スマートSR」画面上部の「議決権行使サイトへ」ボタン
をタップします。以降は画面の案内に従って賛否をご入
力ください。
※通信環境の影響等により接続しづらい場合は、時間を置い
て再度アクセスしてください。

※操作画面はイメージです。

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使コードおよびパスワードを入力するこ
となく議決権行使ウェブサイトにログインするこ
とができます。

「議決権行使サイトへ」
をタップ

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」
をご入力ください。

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力
ください。

「初期パスワード」を入力

実際にご使用になる新しい
パスワードを設定してくだ
さい

「登録」をクリック

1

2

4

1

2

3

見本

見本

インターネット等による議決権行使のご案内
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0000-00-00 00:00:00

0000-00-00 00:00:00000000000000000

ご留意事項
ご質問は、本株主総会の目的事項に関する内容に限らせていただきます。
ご質問は株主さまお一人につき３問まで、１問あたり２００字以内でお願いいたします。
すべてのご質問に対して回答をお約束するものではございません。また、個別の回答はいたしかねますのであらかじめご了承ください。
ご利用いただくための通信料金等は、株主さまのご負担となります。

１．スマートフォン・タブレット端末等で入力する場合
受付方法

1 2 3

２．PC等で入力する場合
32

※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書右下に記載のQRコード
を読み取ります。

見本

見本

「スマートSR」画面の「株主総会事
前質問はこちら」ボタンを押下くだ
さい。

「スマートSR」画面の「株主総会
事前質問」ボタンをクリックして
ください。

「事前質問」画面に遷移します。
以降は画面の案内に従ってご入力
ください。

「事前質問」画面に遷移します。
以降は画面の案内に従ってご入力
ください。

1

「スマートSR」URL
https://smart-sr.m041.mizuho-tb.co.jp/SA

以下のURLより議決権行使書右片の
裏面に記載の議決権行使コード・パ
スワードをご入力のうえ、「スマート
SR」へログインしてください。

事前質問受付についてのご案内
株主の皆さまから、本株主総会の目的事項に関するご質問を
「スマートSR」サイトにてお受けします。
株主さまのご関心が特に高いと思われるご質問については、
株主総会にて「事前質問に対するご回答」として回答させて
いただく予定です。

受付期限

2026年９月24日（木曜日）午後７時まで
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0000-00-00 00:00:00

0000-00-00 00:00:00

0000-00-00 00:00:00

00

0000-00-00 00:00:00 0000-00-00 00:00:00000000000000000000000000000000

0000-00-00 00:00:00第○期

第○期

第○期
0000-00-00 00:00:00
0000-00-00 00:00:00

00

00

00

0000-00-00 00:00:00

0000-00-00 00:00:00

0000-00-00 00:00:00

１．スマートフォン・タブレット端末等で回答いただく場合
回答方法

1 2 3

２．PC等でご回答いただく場合
32

※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書右下に記載のQRコード
を読み取ります。

「スマートSR」画面の
「アンケートはこちら」ボタンを
押下ください。

「スマートSR」画面の「アンケー
ト」ボタンをクリックしてください。

「アンケート」画面に遷移します。回
答するアンケートを選択し、以降は画
面の案内に従ってご回答ください。
(以下は３つアンケートがある場合の
画面イメージです)

「アンケート」画面に遷移します。
以降は画面の案内に従ってご回答
ください。

1

「スマートSR」URL
https://smart-sr.m041.mizuho-tb.co.jp/SA

以下のURLより議決権行使書右片の
裏面に記載の議決権行使コード・パ
スワードをご入力のうえ、「スマー
トSR」へログインしてください。

見本

見本

株主さまアンケートについてのご案内
当社では株主の皆さまからのご意見を、今後の経営とIR活動
に反映させていきたいと考えております。
つきましては、「スマートSR」からアンケートへのご協力を
お願い申しあげます。
本アンケートの詳細は「案内・注意事項」画面の記載内容を
ご参照ください。

受付期限

2026年９月29日（火曜日）午後７時まで
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の経済政策に関する不確実性、中東情勢の
不安定化、物価高騰などにより、景気の先行きは依然として不透明な状況となっているも
のの、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の回復により、全体としては緩やかな回
復基調で推移いたしました。
当社グループの主力事業が属するインターネット広告市場においては、社会全体のデジ

タルシフトの進展を背景に、動画広告やSNS広告を中心とした運用型広告の需要が拡大し
ております。2025年度のインターネット広告費は4.5兆円（前年比+10.8％）となり、総
広告費に占める構成比は50.2％（前年比+2.6％）と、初めて過半数に達するなど、市場
は引き続き成長を続けております。 （株式会社電通「2025年 日本の広告費」より）
このような環境のもと、当社グループでは、新規商材、新規ジャンルへの展開や広告運

用手法の高度化により既存事業の成長を図るとともに、広告配信を通じて蓄積される消費
者データを活用したPDCAの高速化や、生成AIを活用した広告制作の効率化など、テクノ
ロジーを活用した競争力の強化にも取り組んでまいりました。
また、当社グループでは、事業ポートフォリオの拡大および新たな収益基盤の確立を目

的として、デジタルマーケティング領域で培ったマーケティング力、消費者データおよび
商品企画ノウハウを活用し、自社ブランド商品の開発・販売を含むメーカー事業への展開
を推進しております。
2025年3月に設立した連結子会社である株式会社オーラムテックでは、美容・健康・

ライフスタイル領域において、優れた商品を有しながら販売体制や販路構築に課題を抱え
る企業を対象に、販売戦略の立案から販路構築、物流・オペレーションの構築・運営まで
を担う事業を展開しております。当連結会計年度においてはグローバルに家庭用美容機器
を展開するJOVSブランド（注１）の中で圧倒的なポジションを確立している光美容技術
を用いたスマート美容機器の日本国内総代理店として販売体制を構築し、2026年１月に
は新製品を発売するなど、メーカー事業の基盤整備を進めてまいりました。
また、ヘルスケア分野への事業展開を目的として、健康食品、機能性表示食品、化粧品
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等の企画・販売を行う連結子会社である株式会社みのり自然食品を設立しました。同社で
は、商品企画、OEMメーカーとの協議、機能性表示食品の届出準備等を進めております。
株式会社オーラムテックが販売・流通機能を担う一方、株式会社みのり自然食品は商品

企画・ブランド開発を担うことで、当社グループの事業ポートフォリオの拡大、収益基盤
の多様化および中長期的な企業価値の向上を目指してまいります。
この結果、当連結会計年度の経営成績につきましては、売上高17,179,669千円（前期

比0.1％増）、営業損失330,916千円（前期は営業利益436,309千円）、経常損失331,426
千円（前期は経常利益433,337千円）、親会社株主に帰属する当期純損失293,727千円
（前期は親会社株主に帰属する当期純利益303,542千円）となりました。

（注）１．JOVSブランドは中国深セン市に本社を置くShenzhen Qianyu Technology Co., Ltd.が手掛ける
美容機器ブランドであり、世界35ヵ国において年間取引総額は約300億円（2024年度）規模に達し
ています。

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施した設備投資の総額は28,448千円であります。その主な

内容は、広告運用データの一元管理・自動解析ツールの開発による支出14,755千円及び
人員増加に伴う情報機器の取得12,026千円となります。
当社グループは「シェアリング型統合マーケティング事業」、「コマースソリューション

事業」を報告セグメントとしておりますが、コマースソリューション事業においての設備
投資は重要性が乏しいため、記載を省略しております。
なお、重要な設備の除却・売却はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度は、増資又は借入による資金調達は行っておりません。
なお、当連結会計年度末現在の当社グループの借入金総額は1,080,000千円でありま

す。
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（2）直前４事業年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況（連結）

区 分 第 14 期
（2023年６月期）

第 15 期
（2024年６月期）

第 16 期
（2025年６月期）

第 17 期
（当連結会計年度）
（2026年６月期）

売 上 高 （千円） − − 17,160,468 17,179,669
経 常 利 益
又は経常損失（△） （千円） − − 433,337 △331,426
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
又は親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （△）

（千円） − − 303,542 △293,727

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△）

（円） − − 11.90 △11.43

総 資 産 （千円） − − 13,234,380 12,729,720
純 資 産 （千円） − − 9,534,871 9,231,371
１株当たり純資産 （円） − − 371.50 358.67
（注）当社グループは、第16期より連結計算書類を作成しておりますため、第14期及び第15期に関しまして

は、記載を省略しております。

②当社の財産及び損益の状況（個別）

区 分 第 14 期
（2023年６月期）

第 15 期
（2024年６月期）

第 16 期
（2025年６月期）

第 17 期
（当 事 業 年 度）
（2026年６月期）

売 上 高 （千円） 16,377,050 13,806,783 17,090,029 16,728,469
経 常 利 益
又は経常損失（△） （千円） 2,147,928 △429,693 451,215 △170,726
当 期 純 利 益
又は当期純損失（△） （千円） 1,465,026 △554,543 321,437 △132,841
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△）

（円） 73.07 △21.85 12.60 △5.17

総 資 産 （千円） 8,573,228 12,900,894 13,247,769 12,724,708
純 資 産 （千円） 3,251,439 9,233,262 9,552,766 9,410,152
１株当たり純資産 （円） 162.02 362.36 372.20 365.61
（注）１．2023年３月23日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割

が第14期の期首に行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び
１株当たり純資産を算定しております。

２．△は損失を表しております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
①重要な親会社の状況
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 （千 円） 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社オーラムテック 60,000 100.0％ 美容・健康・ライフスタイル製品の企
画・開発・販売等

株式会社みのり自然食品 10,000 100.0％ ヘルスケア分野商品の企画・販売

（注）１. 上記子会社は特定完全子会社に該当する会社ではございません。
２. 当社グループの連結子会社は、上記重要な子会社２社であります。
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（4）対処すべき課題
① 商材ポートフォリオの拡大と顧客基盤の強化

当社グループの主力事業であるシェアリング型統合マーケティング事業においてはレベ
ニューシェア型の報酬体系を採用しており、特定の商材について大きなヒットを生み出し
た場合には当該商材及び当該顧客による売上高が急増することがある一方、マーケティン
グ効果が低下した場合には売上高が減少することがあります。そのため、新規商材の取り
組み強化による商材ポートフォリオの拡大、顧客基盤の強化による分散化等により、収益
の安定化と拡大を図ってまいります。

② 人材の採用と育成
当社グループは、再現性をもってコア商材を生み出し継続的な事業成長を遂げるには、

優秀な人材の確保と育成が重要と考えております。そのため、人材採用や育成に積極的に
投資し、マーケター育成プログラムの更新や成功失敗事例の共有などの取り組みを強化し
てまいります。

③ 広告関連法令の遵守体制の強化
当社グループの主力事業であるシェアリング型統合マーケティング事業においては「不

当景品類及び不当表示防止法」、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等
に関する法律」等の広告関連法令の適用を受けており、広告関連法令の改正や新たな法令
の制定等並びに既存の法令の解釈に変化が生じる場合には、当社グループの事業に影響を
及ぼす可能性があります。そのため、当社グループは社内担当者による広告チェックに加
え、外部の弁護士や専門機関のレビューを受ける独自の広告審査体制を設けております
が、今後の改正動向も注視し、引き続き法令等の遵守を徹底してまいります。

④ 適切な在庫管理
当社グループは在庫を保有しているため、在庫管理が適切に実施されていない場合には

過剰在庫の発生及び品切れによる販売機会の逸失により、当社グループの事業に影響を及
ぼす可能性があります。そのため、販売予測に基づく適切な在庫管理を行うことにより、
過剰在庫または在庫不足の発生がないよう努めてまいります。

⑤ 為替変動リスクへの対応
当社グループは商品の仕入のため外貨建の輸入取引を行っているため、急激な為替変動
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が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり
ます。そのため、為替変動の状況について適時にモニタリングを行い、為替変動リスクを
管理してまいります。

（5）主要な事業内容（2026年６月30日現在）
当社グループは主にシェアリング型統合マーケティング事業を営んでおり、クライアント

の商材の販売を支援しており、その売上高の一部を成果報酬として受領しております。

（6）主要な営業所及び工場（2026年６月30日現在）
①当社

本 社 東京都目黒区

②子会社
株式会社オーラムテック 東京都目黒区
株式会社みのり自然食品 東京都目黒区

（7）企業集団の使用人の状況（2026年６月30日現在）
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

シェアリング型統合マーケティング事業 180名 54 名
コ マ ー ス ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 − −
合 計 180名 54 名

（注）従業員数は常勤の就業人数を記載しており、臨時従業員及び派遣社員を含みません。

（8）主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）
借 入 先 借 入 額

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 1,080,000千円
（注）シンジケートローンは、株式会社みずほ銀行をアレンジャー兼エージェントとする協調融資によるもので

あります。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（2026年６月30日現在）
（1）発行可能株式総数 80,200,000株
（2）発行済株式の総数 25,736,800株（自己株式12株を含む）
（3）株主数 3,587名
（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 大 平 事 務 所 13,645,200株 53.018％
大 平 啓 介 4,734,100 18.394
宮 田 一 成 670,000 2.603
倉 田 将 志 440,200 1.710
上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 400,000 1.554
株 式 会 社 SBI 証 券 364,557 1.416
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 248,600 0.965

楽 天 証 券 株 式 会 社 246,400 0.957
宮 田 知 子 231,000 0.897
合 同 会 社 セ ン ス 227,400 0.883
（注）持株比率は、自己株式（12株）を控除して算出しております。
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３．新株予約権等の状況
（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況
第６回新株予約権

発 行 決 議 日 2022年６月29日

新 株 予 約 権 の 数 602個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の 種 類 と 数 普通株式 60,200株
（新株予約権１個につき 100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払込は要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり 110,000円
（１株当たり 1,100円）

権 利 行 使 期 間 2024年７月１日から2032年５月31日まで
行 使 の 条 件 （注）

役 員 の 保 有 状 況 社 外 取 締 役
新株予約権の数 602個
目的となる株式数 60,200株
保有者数 1名

（注）新株予約権の行使条件は以下のとおりであります。
① 新株予約権発行時において当社取締役又は監査役若しくは従業員であった者は、新株予約権の行使時

においても、当社又は当社関係会社の取締役又は監査役若しくは従業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が認める正当な理由がある場合にはこの限り
ではない。

② 本新株予約権の行使は、当社普通株式がいずれかの証券取引所に上場することを条件とする。
③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。
④ 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
⑤ 新株予約権１個未満の行使を行うことができない。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

４．会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況（2026年６月30日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
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代表取締役社長 大 平 啓 介
株式会社大平事務所 代表取締役
株式会社オーラムテック 代表取締役
株式会社みのり自然食品 代表取締役

取 締 役 小 西 勲
CFO
株式会社オーラムテック 取締役
株式会社みのり自然食品 取締役

取 締 役 外 川 穣 株式会社東京通信グループ 取締役会長
ＴＴ１有限責任事業組合 代表組合員職務執行者

取 締 役 中 川 修 平 ファストドクター株式会社 CFO
株式会社中川エンジニアリング 取締役

常 勤 監 査 役 野 田 光 治 株式会社オーラムテック 社外監査役
株式会社みのり自然食品 社外監査役

監 査 役 五 十 部 紀 英

弁護士法人プロテクトスタンス 代表社員
株式会社Answer 代表取締役
行政書士法人プロテクトスタンス 代表社員
株式会社プロテクトスタンススポーツマネジメント 代表取締役
社会保険労務士法人プロテクトスタンス 代表社員
弁理士法人プロテクトスタンス 代表社員
税理士法人プロテクトスタンス 代表社員
株式会社プロテクトスタンスコンサルティング 代表取締役
株式会社レントラックス 社外取締役
株式会社HANDICAP CLOUD（旧株式会社スペシフィック）社外取締役
STARS Space Service株式会社 社外取締役
株式会社ラフール 社外監査役
株式会社LOLO 代表取締役
株式会社メディア工房 社外取締役
株式会社HEAD LOUNGE 代表取締役
シスタ株式会社 取締役
株式会社PSR1st 代表取締役

監 査 役 山 野 智 也 子 クラシコ株式会社 常勤監査役
コージンバイオ株式会社 社外取締役

（注）１．取締役 外川穣氏及び取締役 中川修平氏は、社外取締役であります。
２．監査役 野田光治氏、監査役 五十部紀英氏及び監査役 山野智也子氏は、社外監査役であります。
３．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。
４．社外監査役の野田光治は、大手保険会社において長年培ってきたキャリアや職業観、業務知識を有し

ており、他社の社外監査役などの豊富な経験とあわせ、当社の業務執行の適法性を監査することが期
待できると判断していることから選任しております。社外監査役の五十部紀英は、弁護士として企業
法務に精通しており、加えて、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有することから、当社
の監査の強化にその資質を活かしていただけると判断し、当社の社外監査役として適任であると判断
しております。また株式会社レントラックスと当社とは取引実績がありますが、その他の特別な関係
はございません。社外監査役の山野智也子は、公認会計士としての専門知識・経験等を有しており、
会計・税務の面で高い知見を有していることから、監査役として適任であると判断しております。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く）及び監査役は、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該
契約に基づく損害賠償責任の賠償額は、法令の定める最低限度額としております。なお、当
該責任限定が認められるのは、当該取締役及び監査役が責任の原因となった職務の遂行につ
いて善意かつ重大な過失がない場合に限られます。

（3）株式会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は社外含む取締役、監査役、執行役員
等であり、保険料は全額会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありませ
ん。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又
は当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害について填補す
ることとしております。ただし、被保険者の故意又は法令違反に起因する損害は補填されな
い等の一定の免責事由があります。

（4）取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社では、取締役の個人別の報酬等の額の決定における独立性及び客観性を強化するた
め、取締役会の諮問機関として任意で指名・報酬委員会を設置しております。
指名・報酬委員会は、取締役である委員３名以上で構成し、その過半数を独立社外取締

役から選定しており、以下の事項について審議を行い、取締役会に対してその意見を答申
しております。

ａ．取締役の選解任と取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続
ｂ．株主総会に付議する取締役の選任及び解任議案
ｃ．代表取締役の選定・解職議案
ｄ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
ｅ．株主総会に付議する取締役の報酬等に関する議案
ｆ．取締役の個人別の報酬等の内容
ｇ．その他、前各号に関して取締役会が必要と認めた事項
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なお、指名・報酬委員会の構成は以下のとおりとなっております。
指名・報酬委員会委員長 中川修平（社外取締役）
指名・報酬委員 外川 穣（社外取締役）、小西 勲（社内取締役）

取締役個人別の具体的な基本報酬の額については、指名・報酬委員会において報酬算定
プロセスの妥当性及びその算定が当該プロセスに則して行われていることを審議したうえ
で、全体の報酬水準及び個別報酬水準について、取締役会に対する提案内容を決定してお
ります。なお、役員報酬の支給水準については、役位、職責、当社の業績や経営状況、過
去の実績、使用人とのバランス、外部機関のサーベイ結果等を考慮し、適正性の判断を行
っております。指名・報酬委員会が審議した取締役の個人別の報酬等の内容に関する原案
を尊重して、取締役会において、取締役個人別の具体的な基本報酬の額が決定されており
ます。

② 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役
会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、過半数が独立社外取締役を占める

指名・報酬委員会により審議のうえ答申されており、取締役会はその答申を踏まえ決定方
針との整合性を含めた多角的な検討を行っていることから、その内容は決定方針に沿うも
のであると判断しております。

③ 当事業年度に係る報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取 締 役
（うち社外取締役）

106百万円
（24）

106百万円
（24）

−百万円
（−）

−百万円
（−）

４名
（２）

監 査 役
（うち社外監査役）

24
（24）

24
（24） − − ３

（３）
合 計
（うち社外役員）

130
（48）

130
（48）

−
（−）

−
（−）

７
（５）

（注）１．取締役の金銭報酬の額は、2023年９月28日開催の第14回定時株主総会において年額200百万円以内
と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、４名（うち、社外取締役は２名）で
あります。

２．監査役の金銭報酬の額は、2019年11月15日開催の臨時株主総会において年額30百万円以内と決議
しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名であります。
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（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 兼 職 先 と
当 社 の 関 係

社外取締役 外 川 穣 株式会社東京通信グループ 取締役会長
ＴＴ１有限責任事業組合 代表組合員職務執行者

特別な関係はあり
ません。

社外取締役 中 川 修 平 ファストドクター株式会社 CFO
株式会社中川エンジニアリング 取締役

特別な関係はあり
ません。

社外監査役 五 十 部 紀 英

弁護士法人プロテクトスタンス 代表社員
株式会社Answer 代表取締役
行政書士法人プロテクトスタンス 代表社員
株式会社プロテクトスタンススポーツマネジメント 代
表取締役
社会保険労務士法人プロテクトスタンス 代表社員
弁理士法人プロテクトスタンス 代表社員
税理士法人プロテクトスタンス 代表社員
株式会社プロテクトスタンスコンサルティング 代表取
締役
株式会社レントラックス 社外取締役
株式会社HANDICAP CLOUD（旧株式会社スペシフィック）社外取締役
STARS Space Service株式会社 社外取締役
株式会社ラフール 社外監査役
株式会社LOLO 代表取締役
株式会社メディア工房 社外取締役
株式会社HEAD LOUNGE 代表取締役
シスタ株式会社 取締役
株式会社PSR1st 代表取締役

株式会社レントラ
ックスとの取引実
績はありますが、
その他の特別な関
係はありません。

社外監査役 山 野 智 也 子 クラシコ株式会社 常勤監査役
コージンバイオ株式会社 社外取締役

特別な関係はあり
ません。
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② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況並びに社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 外 川 穣
当事業年度に開催された取締役会27回の全てに出席いたしました。出席した
取締役会において、上場企業における経営者としての経験と幅広い見識を活
かして、社外取締役として当社の経営に対し監督・助言を行うなど、意思決
定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

取 締 役 中 川 修 平

当事業年度に開催された取締役会27回の全てに出席いたしました。出席した
取締役会において、金融機関を中心としたこれまでの経験と幅広い見識を活
かして、主に金融の専門家としての観点から社外取締役として当社の経営に
対し監督・助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしております。

監 査 役 野 田 光 治

当事業年度に開催された取締役会27回の全てに、また、監査役会14回の全
てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、大手保険
会社において長年培ってきたキャリアや職業観、業務知識並びに他社の社外
監査役などの豊富な経験を活かして、主に公正かつ独立の立場から適宜発言
を行っております。

監 査 役 五 十 部 紀 英
当事業年度に開催された取締役会27回の全てに、また、監査役会14回の全
てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、弁護士と
しての専門的見地から適宜発言を行っております。

監 査 役 山 野 智 也 子
当事業年度に開催された取締役会27回の全てに、また、監査役会14回の全
てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、公認会計
士としての専門的見地から適宜発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

（2）報酬等の額
区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る監査証明業務に基づく報酬等の額 26,250千円
当事業年度に係る非監査業務に基づく報酬等の額 −千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,250千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度にかかる会計
監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と
解任の理由を報告いたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（5）補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社並びに当社及びその子会社からなる企業集団は、業務の適正性を確保するための体制
として、取締役会にて、「内部統制システムに関する基本方針」を定める決議を行っており、
現在その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下のと
おりです。

イ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに業務の
適正を確保するために必要な体制

ａ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに業務の適正を確保するた
め、「リスク・コンプライアンス規程」等を定める。

ｂ．取締役は、重大な法令違反、コンプライアンス違反その他重要な事実を発見した場
合、速やかに取締役会に報告する。

ｃ．監査役は、「監査役監査基準」に基づき、取締役の職務執行について監査を行う。
ｄ．法令、定款及び社内規則に違反する行為が行われ、又は行われようとしている場合の

報告体制として「内部通報制度規程」を定め、社内通報窓口を設置する。当該通報を
行った者に対して、解雇その他いかなる不利益な取扱いも行わない。

ｅ．内部監査部門は、社内規程に基づき内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長及
び監査役に対して提出・報告するとともに、定期的に取締役会へ報告する。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ．取締役の職務執行に係る文書その他重要な情報については、法令、定款及び「文書保

管管理規程」ほか社内規則に則り作成、保存、管理する。取締役及び監査役は、必要
に応じてこれらの情報を閲覧することができるものとする。

ｂ．「情報システム管理規程」等の社内規則に基づき、システム内の情報の保存及び管理
に関する体制を整備する。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ．リスク管理の基礎として定める「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、リスク

を横断的に管理する「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、リスクマネジメ
ント活動を推進する。

ｂ．取締役会等において定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、リスクの状況
を適時に把握、管理する。
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ｃ．内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、リスク管理の実施状況について監査を
行う。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ．取締役会は権限分配を含めた効率的な業務遂行システムを構築し、職務執行の効率

化・迅速化を図る。
ｂ．取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況につ

いて報告を行い、取締役の職務の執行について監視・監督を行う。
ｃ．取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」「職務権限規程」にお

いて、それぞれの分担を明確にして、職務の執行が効率的に行われることを確保す
る。

ホ．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ．取締役会は、「取締役会規程」に基づき重要事項について決定するとともに、役員及

び従業員に業務の執行状況を報告させ、法令、定款及び社内規則の遵守状況を把握す
る。

ｂ．「リスク・コンプライアンス規程」を職務遂行するにあたり遵守すべき行動基準とし、
全ての役員及び従業員に対し周知徹底を図る。

ｃ．「内部通報制度規程」に基づき社内通報窓口を設置し、不祥事の未然防止を図る。
ｄ．内部監査部門は、社内規程に基づき内部監査を実施し、使用人の職務における法令、

定款及び社内規則の遵守状況並びにその他業務の遂行状況を検証する。
ｅ．監査役は、法令、定款及び社内規則等の遵守状況に問題があると認められた場合は、

改善策を講ずるよう取締役会に要求する。

ヘ．当社並びに当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ．当社グループの総合的かつ健全な発展を図り、業務の適正を確保するために、「子会

社管理規程」及び「職務権限規程」を制定し、子会社の事業運営に関する重要な事項
については当社の承認を必要とすることとする。

b．当社グループは「子会社管理規程」に基づき、子会社の事業運営を管理し、事業の適
正を確保する。また「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、当社グループが直
面する様々なリスクを一元管理し、「リスク・コンプライアンス委員会」を設置してリ
スク管理体制を強化する。

c．当社グループの経営課題に対する共通認識を持ち、グループ企業価値最大化に向けた
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経営を行うため、子会社に当社取締役を派遣する体制を採る。
d．当社は「リスク・コンプライアンス規程」「子会社管理規程」を通じて、子会社の遵法
体制その他業務の適正を確保するための体制の整備に関する指導及び支援を行う。

e．親子間取引における不適切な取引及び会計処理を防止するため、監査役会、会計監査
人及び内部監査部門が連携して監査体制を整備し、企業集団における業務の適正を確
保する。

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

ａ．監査役が監査役補助者の登用を求めた場合、使用人から監査役補助者を任命すること
ができるものとする。

ｂ．監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監査役の同意を得
たうえで、取締役会で決定することとし、取締役からの独立性を確保する。

ｃ．監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しないものとする。

チ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
ａ．取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある

事実を発見したときには、監査役に対して、当該事実に関する事項を速やかに報告し
なければならない。また、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合
においても、速やかに報告を行わなければならない。

ｂ．前項により監査役に対して報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取
扱いを受けないことを確保するための体制を構築する。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査役は、取締役会その他経営に関する重要な会議に出席し、経営において重要な意

思決定及び業務の執行状況を把握するとともに、意見を述べることができる。
ｂ．代表取締役は、監査役と定期的に意見交換を行う。
ｃ．監査役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受

け、その修正等を求めることができる。また、内部監査の実施状況について適宜報告
を受け、必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求める
ことができる。

ｄ．監査役は、監査法人のレビューの内容につき説明を受けるとともに意見交換を行い、
効率的な監査のために連携を図る。
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ｅ．取締役、使用人等は、会社に著しい影響を及ぼすおそれのある事実を発見したとき
は、直ちに監査役に報告しなければならない。

ヌ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関する事項

ａ．監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、監査費用のための予算
を確保する。

ル．財務報告の信頼性を確保するための体制
ａ．当社グループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のあ

る国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等を行う。
ｂ．当社グループの各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的

モニタリングを実施し、財務報告の適正性の確保に努める。
ｃ．当社グループは、適切な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、
「財務経理規程」等を定めるとともに、財務報告に関わる内部統制の体制整理と有効
性向上を図る。

ヲ．反社会的勢力排除に向けた方針及び体制
ａ．当社グループは、反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当な

要求に対しては断固として拒否することを基本方針とし、「反社会的勢力排除に関す
る基本方針」を宣言する。

ｂ．健全な業務遂行の確保並びに反社会的勢力の排除及び被害の防止を図ることを目的と
して、「反社会的勢力対策規程」を整備する。

ｃ．反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専門
機関と連携して組織的な対応を図るものとし、平素より情報収集に努め、速やかに対
処できる体制を整備する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

１．取締役の職務執行について
当社の取締役会は、取締役４名で構成され、うち２名が社外取締役であります。取締役

会は、効率的かつ迅速な意思決定を行えるよう、定時取締役会を毎月１回開催するほか、
必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会は、法令及び定款に則り、経営
の意思決定機関及び監督機関として機能しております。なお、当事業年度において取締役
会は27回開催され、出席を要する取締役の出席率は100.0％でした。 取締役会は取締役
会規程等に基づいて運営され、取締役会に付議又は報告すべき事項が各取締役より上程さ
れて経営上の意思決定がなされております。また、取締役会には３名の監査役（うち３名
が社外監査役）が出席し、取締役の職務執行状況を監督しております。なお、取締役会で
用いられた資料、議事録等は文書又は電磁的な方法で記録・保管されております。

２．リスク管理及びコンプライアンスについて
内部通報制度規程を制定し、内部通報窓口を社内・社外に設置するとともに、リスク・

コンプライアンス規程に基づき、社内役職員に対して全体会議等を通じて、コンプライア
ンスに対する意識醸成を図っております。
また、情報の共有化を図ることを目的としてリスク・コンプライアンス委員会を設置し

ております。リスク・コンプライアンス委員会は、代表取締役社長を委員長としており、
原則として３ヶ月に一度開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、コンプライアンスに
係る取組みの推進、社内研修等の実施のほか、コンプライアンス違反事項の定期報告の実
施等を行っております。

３．内部監査について
当社は内部監査規程に基づき、代表取締役社長直轄の内部監査部門において当社の全

部署並びに全子会社を対象として内部監査を実施し、監査結果を代表取締役社長及び監
査役に対して提出・報告し、定期的に取締役会への報告をしております。代表取締役社
長は監査結果に基づき、被監査部署に対して改善を指示し、内部監査部門を通じて、そ
の改善状況をモニタリングすることにより、監査の実効性を確保しております。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、企業価値を継続的に拡大し、株主に対する利益還元を行うことを重要な経営課題と

して認識しており、健全な財務体質を維持するとともに将来の事業拡大に備えるための内部留
保とのバランスを図りながら、各期の経営成績及び財政状態を勘案して、剰余金の配当による
株主に対する利益還元を実施することを基本方針としております。
しかしながら、現時点では事業も成長段階にあることから内部留保の充実が重要であると考

え、剰余金の配当を行っておらず、今後の配当実施の可能性及び実施時期についても未定であ
ります。なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を基本方針としており、期末配当
の決定機関は株主総会となっております。また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間
配当を取締役会決議によって行うことができる旨を定款に定めております。

８．会社の支配に関する基本方針
現時点において特段の定めはありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 12,101,515 流 動 負 債 3,138,348

現 金 及 び 預 金 6,786,757 買 掛 金 1,101,619
売 掛 金 2,341,958 一年内返済予定長期借入金 720,000
前 渡 金 1,684,962 未 払 金 874,417
前 払 費 用 104,832 未 払 費 用 169,719
未 収 入 金 292,890 未 払 法 人 税 等 23,465
商 品 865,052 預 り 金 151,824
貯 蔵 品 12,432 賞 与 引 当 金 91,544
そ の 他 12,629 役 員 賞 与 引 当 金 5,757

固 定 資 産 626,796 そ の 他 0
有 形 固 定 資 産 161,793 固 定 負 債 360,000
建 物 170,543 長 期 借 入 金 360,000
車 両 運 搬 具 5,636
工具、器具及び備品 144,146 負 債 合 計 3,498,348
減 価 償 却 累 計 額 △158,533 （純 資 産 の 部）

無 形 固 定 資 産 95,431 株 主 資 本 9,230,904
ソ フ ト ウ ェ ア 80,828 資 本 金 3,382,042
ソフトウェア仮勘定 14,315 資 本 剰 余 金 3,307,042
商 標 権 287 利 益 剰 余 金 2,541,822

投 資 そ の 他 の 資 産 369,572 自 己 株 式 △3
投 資 有 価 証 券 196,422 新 株 予 約 権 466
敷 金 110,486
長 期 前 払 費 用 62,537
そ の 他 125

繰 延 資 産 1,407
創 立 費 1,407 純 資 産 合 計 9,231,371

資 産 合 計 12,729,720 負 債 純 資 産 合 計 12,729,720
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 17,179,669
売 上 原 価 15,437,169
売 上 総 利 益 1,742,500
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,073,417
営 業 損 失 △330,916
営 業 外 収 益

受 取 利 息 25,213
雑 収 入 1,025 26,239

営 業 外 費 用
支 払 利 息 24,338
融 資 手 数 料 1,008
出 資 金 運 用 損 686
為 替 差 損 11
雑 損 失 704 26,749

経 常 損 失 △331,426
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 40,598 40,598
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9 9
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △290,837
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,889 2,889
当 期 純 損 失 △293,727
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △293,727

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2025
2026

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 3,380,213 3,305,213 2,835,549 − 9,520,977
当 期 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） 1,829 1,829 − − 3,658
親会社株主に帰属する当期純損失 − − △293,727 − △293,727

自 己 株 式 の 取 得 − − − △3 △3

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） − − − − −

当 期 変 動 額 合 計 1,829 1,829 △293,727 △3 △290,072
当 期 末 残 高 3,382,042 3,307,042 2,541,822 △3 9,230,904

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 13,399 13,399 494 9,534,871
当 期 変 動 額
新株の発行（新株予約権の行使） − − △28 3,630
親会社株主に帰属する当期純損失 − − − △293,727

自 己 株 式 の 取 得 − − − △3

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △13,399 △13,399 − △13,399

当 期 変 動 額 合 計 △13,399 △13,399 △28 △303,500
当 期 末 残 高 − − 466 9,231,371
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 29 ―



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数：２社
主要な連結子会社の名称：株式会社オーラムテック、株式会社みのり自然食品
なお、株式会社みのり自然食品については、新規設立に伴い、当連結会計年度より連結子会社に含
めることとしております。

② 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

③ 議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

④ 支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益
に関する事項
該当事項はありません。

（2）資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品
……総平均法による原価法

連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定
有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
……決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
……移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。
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（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法

ただし、建物については定額法によっております。
② 無形固定資産 定額法

自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

（4）繰延資産の処理方法
創立費
５年にわたり均等償却しております。

（5）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

（6）収益及び費用の計上基準
当社グループは、主にシェアリング型統合マーケティング事業及びコマースソリューション事業を営んで

おります。
シェアリング型統合マーケティング事業において、主な収益は当社グループサービスにより顧客の商品を

消費者が購入したことから生じる収益であります。消費者が購入した時点において顧客が支配を獲得し、履
行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
また、コマースソリューション事業において、主な収益は家庭用美容機器等の商品の販売から生じる収益

であります。商品の支配が顧客に移転した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識し
ております。なお、販売は全て国内販売であり、出荷時から支配移転時までの期間が通常の期間であるた
め、出荷時に収益を認識しております。
当社グループサービスの履行義務に対する対価は履行義務が充足してから概ね１ヶ月以内に受領してお

り、重要な金融要素は含まれておりません。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
（投資有価証券の評価）
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度（単位：千円）

投資有価証券 196,422

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
投資有価証券については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときには、回復可
能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、減損処理を行っております。実質価額が著しく低
下した場合の回復可能性については、発行会社の財政状態を定期的にモニタリングすることに加え、主要
な仮定として発行会社における将来の事業計画の達成可能性や資金調達の実行可能性等を十分に検討した
うえで、当該株式の評価を行っております。
上記仮定は不確実性を伴うものであり、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額にも重
要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
※当社は、2022年11月25日付で株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする、シンジケートローン契約を締結
しています。この契約には、以下の財務制限条項が付されています。

（1）2023年６月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を2022
年６月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における
単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

（2）2023年６月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における
単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び数

普通株式 25,736,800株

（2）自己株式の種類及び数
普通株式 12株
※単元未満株式の買取請求によるものであります。

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
普通株式 1,371,900株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産
貸倒引当金 7,255
賞与引当金 30,669
資産除去債務 11,830
未払事業税 8,101
投資有価証券評価損 21,162
ソフトウェア 2,109
税務上の繰越欠損金 213,036

小計 294,165
評価性引当額 △81,129
繰越欠損金に係る評価性引当額 △213,036
繰延税金資産合計 −
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 −

繰延税金負債合計 −
繰延税金負債の純額 −
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７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
資金運用については安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。資金調達は銀行等金融機

関からの借入れによっております。
②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客先の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式又は組合への出資であり、市場リスクに晒され

ております。
営業債務である買掛金及び未払金は、その殆どが３ヶ月以内の支払期日であります。
長期借入金は主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。

③金融商品に係るリスク管理体制
(イ) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、債権管理規程に従い、管理部及び各担当者が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等に
よる回収懸念の早期把握を行うことにより、信用リスクの低減を図っております。

(ロ) 市場リスクの管理
投資有価証券については、管理部が定期的に発行体（取引企業）の財務内容を把握し、また、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。上場株式については、四
半期ごとに時価の把握も行っております。変動金利の長期借入金は、金利の変動リスクに晒され
ております。
変動金利の長期借入金の金利変動リスクについては、随時市場金利の動向を監視しております。

(ハ) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
管理部が適時に資金繰り計画を作成、更新するとともに、相当額の手許流動性を維持し、流動

性リスクを管理しております。
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
2026年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)投資有価証券(*2) − − −

(2)敷金(*3) 110,486 103,514 △6,972

資産計 110,486 103,514 △6,972

(3)長期借入金(*4) 1,080,000 1,080,000 −

負債計 1,080,000 1,080,000 −
(*1)「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」、「未払金」については、現金であること、及び短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。
(*2)市場価格のない株式等は、投資有価証券の「その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品

の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 192,718

投資事業組合出資金 3,704
(*3)敷金のうち、回収が最終的に見込めないと認められる金額（賃貸建物の原状回復費用）の未償却残高に

ついては、上記表の「敷金」には含めておりません。
(*4)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円） 10年超

現金及び預金 6,786,757 ー − −

売掛金 2,341,958 − − −

未収入金 292,890 − − −

敷金 − 110,486 − −

合計 9,421,605 110,486 − −
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（注２）長期借入金の決算日後の返済予定額
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 720,000 360,000 − − − −

合計 720,000 360,000 − − − −

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区 分
時 価 （ 千 円 ）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

敷金 − 103,514 − 103,514

資産計 − 103,514 − 103,514
長期借入金
（１年以内返済予定を含む） − 1,080,000 − 1,080,000

負債計 − 1,080,000 − 1,080,000
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。なお、市場価格のない非上場の株式等（連結貸借対照表計
上額192,718千円）及び、投資事業組合への出資（同3,704千円）は、含めておりません。また、投資
事業組合等への出資金については時価算定会計基準適用指針第24-16項の取扱いを適用しており、金融
商品時価開示適用指針第４項（１）に定める事項を注記しておりません。

敷金
返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュ・フローを無リスクの利子率で割り引く方法により算定し
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ており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金

変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後大きく
異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってお
り、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報 告 セ グ メ ン ト

その他 合 計シェアリング型
統合マーケティング事業

コ マ ー ス
ソリューション事業 計

売上高 16,687,195 492,473 17,179,669 − 17,179,669
顧客との契約から生じる収益 16,687,195 492,473 17,179,669 − 17,179,669
外部顧客への売上高 16,687,195 492,473 17,179,669 − 17,179,669

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す

る注記（6）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
１．契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度末残高

顧客との契約から生じた債権（売掛金） 1,654,319 2,341,958
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２．残存履行義務に配分した取引価格
当社においては、当初の予想契約期間が1年を超える契約がない、且つ既存の契約から翌連結会計年度

以降に認識することが見込まれる収益の金額について重要性が高いものがないため、実務上の便法を適用
し、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たりの純資産額 358円67銭
（2）１株当たりの当期純損失 △11円43銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はございません。
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貸 借 対 照 表
（2026年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 10,741,705 流 動 負 債 2,954,556

現 金 及 び 預 金 6,607,777 買 掛 金 1,100,756
売 掛 金 2,236,452 一年内返済予定長期借入金 720,000
前 渡 金 1,576,364 未 払 金 815,657
前 払 費 用 71,597 未 払 費 用 169,719
未 収 入 金 223,730 未 払 法 人 税 等 23,279
そ の 他 25,783 預 り 金 24,133

賞 与 引 当 金 91,544
役 員 賞 与 引 当 金 5,757
そ の 他 3,708

固 定 資 産 1,983,002 固 定 負 債 360,000
有 形 固 定 資 産 159,302 長 期 借 入 金 360,000
建 物 168,824
車 両 運 搬 具 5,636 負 債 合 計 3,314,556
工具、器具及び備品 142,490 （純 資 産 の 部）
減 価 償 却 累 計 額 △157,649 株 主 資 本 9,409,685

無 形 固 定 資 産 95,143 資 本 金 3,382,042
ソ フ ト ウ ェ ア 80,828 資 本 剰 余 金 3,307,042
ソフトウェア仮勘定 14,315 資 本 準 備 金 3,294,542

投 資 そ の 他 の 資 産 1,728,556 そ の 他 資 本 剰 余 金 12,500
投 資 有 価 証 券 196,422 利 益 剰 余 金 2,720,603
出 資 金 20 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,720,603
敷 金 110,486 繰 越 利 益 剰 余 金 2,720,603
長 期 前 払 費 用 1,627 自 己 株 式 △3
関 係 会 社 貸 付 金 1,300,000 新 株 予 約 権 466
関 係 会 社 株 式 120,000 純 資 産 合 計 9,410,152

資 産 合 計 12,724,708 負 債 純 資 産 合 計 12,724,708
（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 16,728,469
売 上 原 価 15,074,026
売 上 総 利 益 1,654,442
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,888,256
営 業 損 失 △233,813
営 業 外 収 益

受 取 利 息 44,786
関 係 会 社 業 務 受 託 収 益 43,797
雑 収 入 945 89,529

営 業 外 費 用
支 払 利 息 24,338
融 資 手 数 料 1,008
出 資 金 運 用 損 686
為 替 差 損 11
雑 損 失 397 26,442

経 常 損 失 △170,726
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 40,598 40,598
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9 9
税 引 前 当 期 純 損 失 △130,138
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,703 2,703
当 期 純 損 失 △132,841

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2025
2026

年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,380,213 3,292,713 12,500 3,305,213 2,853,445 2,853,445 − 9,538,872

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,829 1,829 − 1,829 − − − 3,658

当 期 純 損 失 − − − − △132,841 △132,841 − △132,841

自 己 株 式 の 取 得 − − − − − − △3 △3

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） − − − − − − − −

当 期 変 動 額 合 計 1,829 1,829 − 1,829 △132,841 △132,841 △3 △129,187

当 期 末 残 高 3,382,042 3,294,542 12,500 3,307,042 2,720,603 2,720,603 △3 9,409,685

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 13,399 13,399 494 9,552,766

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） − − △28 3,630

当 期 純 損 失 − − − △132,841

自 己 株 式 の 取 得 − − − △3

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △13,399 △13,399 − △13,399

当 期 変 動 額 合 計 △13,399 △13,399 △28 △142,614

当 期 末 残 高 − − 466 9,410,152

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
……決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
……移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資持分については、組合契約に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法

ただし、建物については定額法によっております。
② 無形固定資産 定額法

自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、役員賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は、シェアリング型統合マーケティング事業を営んでおり、主な収益は当社サービスにより顧客の商

品を消費者が購入したことから生じる収益であります。消費者が購入した時点において顧客が支配を獲得
し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
当社サービスの履行義務に対する対価は履行義務が充足してから概ね１ヶ月以内に受領しており、重要な
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金融要素は含まれておりません。

２．会計方針の変更
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
関係会社投融資等の評価

① 計算書類に計上した金額
（単位：千円）

関係会社株式 120,000

関係会社長期貸付金 1,300,000

② 見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社は関係会社投融資等の評価にあたり、市場価格のない関係会社株式については、対象会社の財政状

態の悪化や将来事業計画等により、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、減額処
理を行っています。また、関係会社貸付金は、各関係会社の財政状態に加え、将来事業計画に基づくキャ
ッシュ・フローの見積額を考慮して、個別に回収可能性を見積ったうえで回収不能見込額につきましては
貸倒引当金を計上することとしています。
関係会社投融資等の評価においては、関係会社の将来の事業計画を基礎として関係会社株式の実質価額

の回復可能性及び関係会社貸付金の回収可能性を判断しています。将来事業計画の見積りには、販売数
量・販売単価計画等に基づく売上高予想、営業費用予想などの仮定が含まれ、これらの仮定が経済環境や
需要動向等の変化により見直しが必要となる場合には、翌事業年度の関係会社株式及び関係会社貸付金の
評価の判断に重要な影響を与える可能性があります。
また、そのほかの注記につきましては、連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容

を記載しておりますので、注記を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権債務残高（区分表示したものを除く）

（単位：千円）
短期金銭債権 42,355

※当社は、2022年11月25日付で株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする、シンジケートローン契約を締結
しています。この契約には、以下の財務制限条項が付されています。

（1）2023年６月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を2022
年６月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における
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単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。
（2）2023年６月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における

単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高（区分表示したものを除く）

（単位：千円）
営業取引による取引高 41,273
営業取引以外の取引による取引高 63,763

６．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び数

普通株式 25,736,800株

（2）自己株式の種類及び数
普通株式 12株
※単元未満株式の買取請求によるものであります。

（3）当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数
普通株式 1,371,900株
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産
貸倒引当金 7,255
賞与引当金 30,669
資産除去債務 11,830
未払事業税 8,101
投資有価証券評価損 21,162
ソフトウェア 2,109
税務上の繰越欠損金 156,411

小計 237,541
評価性引当額 △81,129
繰越欠損金に係る評価性引当額 △156,411
繰延税金資産合計 −
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 −

繰延税金負債合計 −
繰延税金負債の純額 −
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８．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 株 式 会 社
オーラムテック

所 有
直接100.0％ 資金の援助 資金の貸付

（注１） 300,000 関係会社
長期貸付金 1,300,000

利息の受取
（注１）
（注２）

19,965 未収入金 23,870

管理業務等
の受託

管理業務等
の受託
（注２）

43,797 未収入金 3,823

サービスの
提供

広告宣伝サ
ービスの提
供（注２）

41,273 売掛金 14,341

役員の兼任 − − − −

子会社 株 式 会 社
みのり自然食品

所 有
直接100.0％ 役員の兼任 − − − −

（注１）オーラムテック社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間
10年としております。なお、担保は受け入れておりません。

（注２）取引金額には消費税等は含まれておりません。

９．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報 告 セ グ メ ン ト

合 計シェアリング型
統合マーケティング事業 計

売上高 16,728,469 16,728,469 16,728,469
顧客との契約から生じる収益 16,728,469 16,728,469 16,728,469
外部顧客への売上高 16,728,469 16,728,469 16,728,469

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（4）収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
１．契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当事業年度期首残高 当事業年度末残高

顧客との契約から生じた債権（売掛金） 1,583,774 2,236,452

２．残存履行義務に配分した取引価格
当社においては、当初の予想契約期間が1年を超える契約がない、且つ既存の契約から翌事業年度以降

に認識することが見込まれる収益の金額について重要性が高いものがないため、実務上の便法を適用し、
記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たりの純資産額 365円61銭
（2）１株当たりの当期純損失 △5円17銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はございません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年８月26日
株式会社ブリーチ
取締役会 御中

監査法人 Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 木 間 久 幸

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 寺 田 聡 司

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ブリーチの2025年７月１日から2026年６

月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社ブリーチ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払う
ことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算
書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年８月26日
株式会社ブリーチ
取締役会 御中

監査法人 Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 木 間 久 幸

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 寺 田 聡 司

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ブリーチの2025年７月１日から

2026年６月30日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。当監査法
人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな
くなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月26日

株式会社ブリーチ 監査役会
常勤社外監査役 野 田 光 治 ㊞
社 外 監 査 役 五十部 紀 英 ㊞
社 外 監 査 役 山 野 智也子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案１ 取締役４名選任の件
取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役

４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。本候補者の選定に先立ち、当社取締役会の諮問機関

である指名・報酬委員会での審議を経て、各候補者を決定しております。
候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１
【再任】

おお だいら けい すけ

大 平 啓 介
（1987年６月11日）

2010年４月 ジャパンウェブリンク株式会社（現 当社）設立
代表取締役社長就任（現任）

2018年11月 株式会社大平啓介事務所（現 株式会社大
平事務所）設立 代表取締役就任（現任）

2025年３月 株式会社オーラムテック 設立 代表取締役
就任（現任）

2026年６月 株式会社みのり自然食品 設立 代表取締役
就任（現任）

18,379,300株

【取締役候補者とした理由】
大平啓介氏は、当社創業者として、また設立以来代表取締役として、当社の事業に対する深い理解

と高い経営能力の下、当社の経営を牽引し、事業の発展に貢献してまいりました。当社が「世界を照
らす」という経営理念の下、更なる発展を遂げるためには、同氏の高い交渉力及び発信力が必要不可
欠であると判断し、取締役として再任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

２
【再任】

こ にし いさお

小 西 勲
（1984年２月16日）

2007年12月 新日本監査法人（現 ＥＹ新日本有限責任
監査法人）入所

2011年10月 公認会計士 登録
2019年９月 デジタルアーツ株式会社 入社
2024年２月 当社 入社
2024年６月 執行役員兼管理部長 就任
2024年 9 月 当社 取締役 就任（現任）
2025年３月 株式会社オーラムテック 取締役 就任

（現任）
2026年６月 株式会社みのり自然食品 取締役 就任（現

任）

−

【取締役候補者とした理由】
小西勲氏は、公認会計士としての財務・会計の専門領域における豊富な知識及び上場企業での管理

部長歴任の経験を活かし、M&A業務、IR業務などの当社の市場価値向上や管理領域での体制構築に
より、当社の発展と企業価値の増大を実現するため取締役としての再任をお願いするものでありま
す。

３
【再任】

そと かわ ゆずる

外 川 穣
（1971年12月29日）

1994年４月 株式会社博報堂 入社
2000年３月 株式会社サイバーエージェント 入社
2000年５月 株式会社シーエー・モバイル（現 株式会

社ＣＡＭ）代表取締役社長就任
2003年12月 株式会社サイバーエージェント 専務取締

役就任
2015年12月 株式会社東京通信（現 株式会社東京通信

グループ）代表取締役会長就任
2017年12月 basepartners有限責任事業組合（現 Ｔ

Ｔ１有限責任事業組合）代表組合員職務執
行者就任

2019年９月 当社 社外取締役就任（現任）
2022年３月 株式会社東京通信グループ 取締役会長就

任（現任）

42,000株

【取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
外川穣氏は、上場企業における経営者としての経験と幅広い見識を有しております。当該知見・経

験を活かして、当社の経営の監督と経営全般に助言をいただくと同時に、コーポレートガバナンス強
化に寄与していただきたく、社外取締役として再任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

４
【再任】

なか がわ しゅう へい

中 川 修 平
（1978年６月14日）

2003年４月 株式会社三井住友銀行 入行
2007年７月 みずほ証券株式会社 入社
2018年10月 株式会社ココナラ 入社

執行役員CFO就任
2021年12月 当社 社外取締役就任（現任）
2022年６月 ファストドクター株式会社 入社 CFO就

任（現任）

−

【取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
中川修平氏は、金融機関を中心としたこれまでの経験と幅広い見識を有しております。当該知見・

経験を活かして、当社の経営の監督と経営全般に助言をいただくと同時に、コーポレートガバナンス
強化に寄与していただきたく、社外取締役として再任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．外川穣氏及び中川修平氏は、社外取締役候補者であります。
３．外川穣氏及び中川修平氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって外川穣氏が７年、中川修平氏が４年９ヶ月となります。
４．当社は、外川穣氏及び中川修平氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度としており、再任が承認された場合は、各氏と
の当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、外川穣氏及び中川修平氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。各氏の再任が承認された場合は、引き続き各氏を独立役員とする予定であります。

６．大平啓介氏は、当社の大株主であり親会社等に該当します。なお、大平啓介氏の所有する当社の株式
数については、2026年６月末日時点での株式数を記載しており、資産管理会社である株式会社大平
事務所が所有する株式数を含んでおります。

７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって補填することとしておりま
す。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該役員等賠償責任保険契約の被保険者となりま
す。
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議案２ 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役

３名の選任をお願いするものであります。
監査役候補者は、次のとおりであります。
なお、本議案に関しましては、当社監査役会の同意を得ております。
候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１
【再任】

の だ こ う じ

野 田 光 治
（1954年２月21日）

1977年４月 住友海上火災保険株式会社（現三井住友海
上火災保険株式会社）入社

2010年４月 独立行政法人自動車事故対策機構監事就任
2014年４月 株式会社ウイルプラスホールディングス

監査役就任
2014年９月 チェッカーモータース株式会社監査役就任
2014年９月 ウイルプラスモトーレン株式会社

監査役就任
2014年９月 帝欧オート株式会社監査役就任
2017年11月 ウイルプラスアインス株式会社監査役就任
2019年11月 当社 常勤監査役 就任（現任）
2025年３月 株式会社オーラムテック 常勤監査役 就任

（現任）
2026年６月 株式会社みのり自然食品 常勤監査役 就任

（現任）

−

【監査役候補者とした理由】
野田光治氏は、大手保険会社において長年にわたり培われた豊富な実務経験と業務知識を有すると

ともに、他社および当社における常勤監査役としての豊富な経験と実績を有しております。これらの
専門的な知見に基づき、当社の業務執行の適法性・妥当性を適切に監査していただけるものと判断
し、引き続き社外監査役候補者といたしました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

２
【再任】

い そ べ のり ひで

五十部 紀 英
（1987年７月２日）

2008年12月 弁護士登録
2009年１月 弁護士法人ITJ法律事務所入所
2012年４月 中地・五十部法律事務所設立
2014年９月 弁護士法人アドバンス(現弁護士法人プロテクトス

タンス)として法人化 代表社員就任(現任)
2016年10月 株式会社Answer代表取締役就任(現任)
2017年１月 アジアM&Aコンサルティング株式会社代表取締役就任
2017年９月 税理士法人ADVANCE TAC設立
2018年２月 琉球アスティーダスポーツクラブ株式会社監査役就任
2018年３月 行政書士法人ADVANCE ASC(現：行政書士法人プ

ロテクトスタンス)設立代表社員就任(現任)
2018年６月 株式会社レントラックス社外取締役就任(現任)
2018年６月 株式会社アドバンススポーツマネジメント

(現株式会社プロテクトスタンススポーツ
マネジメント)代表取締役就任(現任)

2018年12月 社会保険労務士法人アドバンス(現社会保険労務士
法人プロテクトスタンス)代表社員就任(現任)

2019年６月 特許業務法人アドバンス(現弁理士法人プ
ロテクトスタンス)代表社員就任(現任)

2019年11月 税理士法人アドバンス(現税理士法人プロ
テクトスタンス)代表社員就任(現任)

2020年４月 当社社外監査役就任(現任)
2021年２月 canow株式会社取締役就任
2021年９月 株式会社HANDICAP CLOUD（旧株式会社スペシ

フィック）社外取締役(現任)
2021年10月 STARS Space Service株式会社社外取締役就任(現任)
2021年12月 株式会社カケコム監査役就任
2023年４月 株式会社プロテクトスタンスコンサルティ

ング代表取締役就任(現任)
2023年６月 株式会社ラフール 社外監査役就任(現任)
2023年７月 株式会社LOLO代表取締役就任(現任)
2023年８月 一般社団法人ICTSG JAPAN 理事就任
2023年11月 株式会社メディア工房社外取締役就任(現任)
2024年５月 株式会社HEAD LOUNGE代表取締役就任(現任)
2024年９月 シスタ株式会社取締役就任(現任)
2026年１月 株式会社PSR1st設立 代表取締役就任（現任）

−

【監査役候補者とした理由】
五十部紀英氏は、弁護士としての高度な専門知識と豊富な企業法務の実務経験に加え、企業経営者

としての幅広い見識を有しております。これらの専門知識および経営感覚を当社の監査体制に活か
し、客観的な立場で適正な監査を行っていただけるものと判断し、引き続き社外監査役候補者といた
しました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

３
【再任】

や ま の ち や こ

山 野 智也子
（1983年７月25日）

2010年２月 あらた監査法人（現PwCJapan有限責任監
査法人）入社

2017年３月 株式会社ベルノリカール入社
2019年２月 株式会社明光ネットワークジャパン入社
2020年９月 株式会社One link監査役就任
2021年６月 株式会社クリーントップ入社
2022年７月 当社社外監査役就任(現任)
2023年１月 クラシコ株式会社常勤監査役就任(現任)
2025年６月 コージンバイオ株式会社社外取締役就任(現

任)

−

【監査役候補者とした理由】
山野智也子氏は、公認会計士としての高度な専門知識と会計監査の実務経験を有し、財務および会

計に関する深い知見を備えております。他社での監査役・取締役としての経験も活かし、財務・会計
面を中心に当社の経営監視・監査体制の強化に寄与していただけるものと判断し、引き続き社外監査
役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。なお、候補者 五十部紀英氏が社外取締
役を務める株式会社レントラックスと当社との間には取引実績がありますが、同氏個人および同社と
当社との間に特別な利害関係はありません。

２．野田光治氏、五十部紀英氏及び山野智也子氏の３名は、社外監査役候補者であります。
３．社外監査役候補者の当社における社外監査役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって

以下のとおりとなります。
（1）野田光治氏：6年10ヶ月（2019年11月就任）
（2）五十部紀英氏：6年5ヶ月（2020年４月就任）
（3）山野智也子氏：4年2ヶ月（2022年７月就任）

４．当社は、野田光治氏、五十部紀英氏及び山野智也子氏の３名を、株式会社東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。各氏の再任が承認された場合、引き続き
独立役員とする予定であります。

５．当社と各候補者は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。各氏の再任が承認された場合、当社は各氏との間で当該契約を継続す
る予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額
としております。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填す
ることとしております。各候補者が社外監査役として再任された場合、引き続き当該保険契約の被保
険者に含まれることとなります。また、次回更新時においても同様の内容で更新することを予定して
おります。
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議案３ 補欠監査役１名選任の件
社外監査役の法定数を欠いた場合に備え、補欠の社外監査役１名の選任をお願いするものであ

ります。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
なお、本議案に関しましては、当社監査役会の同意を得ております。

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

かす や ゆう いち ろう

糟 谷 祐 一 郎
（1980年11月18日）

2005年12月 中央青山監査法人（みすず監査法人）入所
2007年 7 月 新日本監査法人（現 EY新日本有限責任監査法

人）入所
2010年 7 月 公認会計士登録
2014年９月 糟谷公認会計士事務所設立（現 糟谷公認会計

士・税理士事務所）
同所代表（現任）

2016年３月 株式会社ベイカレント・コンサルティング
（現 株式会社ベイカレント）社外監査役就任

2016年11月 株式会社リビングギャラリー社外取締役就任
2018年 3 月 株式会社Alpha Star Partners設立

代表取締役社長就任（現任）
2019年３月 株式会社ハヤシゴ監査役就任
2023年５月 株式会社ベイカレント・コンサルティング

（現 株式会社ベイカレント）社外取締役（監査
等委員）就任（現任）

−

【補欠監査役候補者とした理由】
糟谷祐一郎氏は、公認会計士資格を有しており、企業会計・内部統制に精通していることから、会計監

査及び内部統制の専門家としての豊富な経験と見識を有し、また社外役員としての豊富な経験から、企業
経営に関する十分な知見及び高度な見識を有しており、当社の業務執行に対する適切な監査を行うことが
できると判断し、補欠の社外監査役としての選任をお願いするものであります。
（注）１．糟谷祐一郎氏について、東京証券取引所が定める社外役員の独立性基準及び当社が定める独立性基

準に照らし、当社からの独立性を有していると判断しており、同氏が社外監査役に就任した場合に
は、独立役員として届け出る予定です。なお、同氏と当社との間には特別の利害関係はありませ
ん。

２．糟谷祐一郎氏は、社外監査役候補者であります。
３．当社は、社外監査役について、その職務の遂行にあたり期待される役割を果たす有能な人材を招聘

するため、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結できる旨定款に定めております。糟谷祐一郎氏が社外監査役に就任した場合、当社との
間で当該責任限定契約を締結する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度としております。

４．当社は、その職務の遂行にあたり期待される役割を果たす有能な人材を招聘するため、保険会社と
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の間に取締役、監査役、執行役員等を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しておりま
す。糟谷祐一郎氏が社外監査役に就任した場合、被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務執行に関し行った行為（不作為を含む）に起
因する法律上の損害賠償責任に基づく賠償金、及び役員等が当該責任追及に係る請求を受けること
によって生じる争訟費用等について塡補することとされております。ただし、被保険者の故意又は
法令違反に起因する損害は補填されない等の一定の免責事由があります。なお、保険料は当社が全
額負担しております。

以 上
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会場：東京都目黒区上目黒二丁目１番１号
中目黒ＧＴタワー 24階 当社会議室
TEL 03-6265-8346

交通：東京メトロ日比谷線／東急東横線
「中目黒駅」より徒歩約１分


